
「失われた30年」の結末に
どう向き合うのか

　円安で円の購買力が落ち込んでいる。
国際決済銀行（BIS）が発表した8月の
円の実質実効為替レート（2020 年 =100）
は 73.19と、過去最低だった1970 年 8月

（73.45）を53 年ぶりに下回った。1ドル
=360 円の固定相場制だった時より円の価
値が相対的に下がったことになる。ジャパ
ン・アズ・ナンバーワンと持ち上げられ、（経
済成長が社会問題を「解決」すると思わ
れた）経済成長の成功例と見なされた半
世紀が、チャラになったかのようだ。
　今や日本の貧困率は、格差社会とさ
れるアメリカや韓国を上回って、先進国
で最悪となっている（大山典宏・高千穂
大 学 教 授　https://wedge.ismedia.jp/
articles/-/30798?layout=b）。しかもアメリ
カ、韓国とも2010 年代から貧困率は急
速に改善しているのに対し、日本はほぼ
横ばいのままだ。
　「脱炭素社会への移行」という点でも、
近年ヨーロッパ諸国が脱炭素と成長を両
立させるフェーズに入りつつあるのに対
し、日本はCO2 削減も進まなければ経
済も停滞したままという状態が続いている

（諸富先生「囲む会」参照）。日本が「で
きない理由」を並べている間に、脱炭素
に向けて世界は大きく変わっている。
　ジェンダー平等についても、世界経済
フォーラムのジェンダーギャップ指数で
日本は横ばいのまま順位は下落し続け、

2006 年の 80 位から23 年には過去最低
の125 位まで後退した。日本が足踏みを
している間に、格差解消の取り組みを進
める各国に追い抜かれたということだ。
　危機的とさえ言われる少子化は、こう
した「失われた30 年」の帰結にほかなら
ない（今号・大内先生インタビュー、532
号・山田先生「囲む会」参照）。もちろん
結婚や出産は個人の選択だが、次世代を
生み育てる環境や条件が見えないために
子どもが生まれないという状況は、まさ
に社会の持続可能性の危機だろう。

　ここで問われるのは、「失われた 30
年」の間に先送りし続けてきたこうした
危機がいよいよ顕在化しつつあるときに、
それでも先送りと延命を続けてタイタニッ
ク号のように沈んでいく「幸せな衰退」（山
田先生　前出）の道を行くのか、それと
も「あきらめるわけにはいかない」という
小さくても主体的な意志をどう持つのか、
ということだろう。

新自由主義の〝正体〟と
戦略的な対抗のための視点

　冷戦の終焉を契機にグローバルに展開
するようになった新自由主義・マネー資本
主義は、先進国・新興国ともに99％対1％
と言われるような格差を拡大し、民営化
や規制緩和などによって再分配機能を縮
小・解体し続けてきた。21世紀のレッセ
フェールとも言える、こうした新自由主義

の暴走に対するさまざまな対抗措置は必
要だ。同時に、今や「地球沸騰」とも言
われる気候危機や、社会の解体危機とも
いうべき少子化に表されるような、われ
われの生存の基盤そのものを貪り喰う新
自由主義の〝正体〟を、しかととらえるこ
とが必要だろう。さまざまな対抗運動を
戦略的に再定義していくためにも。

　ナンシー・フレイザー『資本主義は私た
ちをなぜ幸せにしないのか』（ちくま新書）
は、新自由主義段階の資本主義の〝正体〟
を描き出す。
　本書は、資本主義の意味を「経済シス
テム」にとどまらず「制度化された社
会秩序」としてとらえるよう提起する。
そして「経済システム」を成り立たせるた
めの「非経済的条件」――搾取と収奪（人
種間の軋轢）、再生産（危機的な少子化）、
自然環境（地球沸騰）、政治統治（民主
主義の危機）――を貪り喰うさまと、そ
の危機について詳細に論じる。
　「したがって本書において『資本主義』
とは経済の種類ではなく、社会
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の種類を
指す。その社会では、公的経済が投資家
と所有者のために貨幣価値を積み上げる
ことと、それ以外の人の非経済的な富を
貪り喰うことにお墨つきを与える。・・・
ところが、そうやって消費した分を補充し
たり、損害を回復したりする義務はない。
そして、そこにこそ問題の原因がある。・・・
資本主義社会は己を貪り喰おうとする。
みずからがみずからを不安定化する真の

〝いのちとくらし〟〝人権〟の視点から
「あきらめるわけにはいかない」という
主体的意志を育むために
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原動力であり、周期的に危機を引き起こ
すとともに、つねに私たちの存在の基盤
を喰い荒らす。
　そうであれば、共喰い資本主義こそ現
在の危機の根源だ。率直に言って、そ
れは珍しいタイプの危機である。なぜな
ら、さまざまな大喰いが一つに収斂した
危機だからだ。私たちが直面しているの
は、数十年に及ぶ金融化が生んだ、〝単に〟
激しい不平等と不安定な低賃金労働の危
機ではない。ケアあるいは社会的再生産
に〝限った〟危機でもない。移民と人種
差別が絡んだ〝ただの〟暴力の危機でも
ない。温暖化する地球が致死性の感染症
を生み出す、生態系〝だけ〟の危機でも
なければ、空洞化したインフラ、先鋭化
する民間武装勢力、独裁者が次々に登場
する〝単なる〟政治的危機でもない。い
や、それ以上に深刻だ。社会全体の秩序
が全般的な危機に陥っている」（序章）

　「最後に、共喰い資本主義は、複雑に
絡み合ったさまざまな社会闘争を引き起こ
す。・・・それは生産と社会的再生産が
隣接する場所で、公共か民間か、有償か
無償かを問わず、ケアをめぐって対立を
誘発する。それは搾取と収奪が交差する
場所で、〝人種〟、移民、帝国をめぐって
闘争を煽動する。それはまた、蓄積と地
球の岩盤がぶつかる場所で、土地とエネ
ルギー、動植物相、地球の運命をめぐっ
て衝突を引き起こす。そして最後に、グロー
バル市場と巨大企業が国民国家や国境を
またぐ統治機関と出会う場所では、公的
権力のかたち、支配、権限が届く範囲を
めぐって闘争を駆り立てる。資本主義の
概念を拡張すると、単一であると同時に
分化した概念のなかに、私たちが陥って
いる現在の窮地のあらゆる構成要素が見
つかる」（序章）

　本書は、こうしたさまざまな社会闘争を
「境界闘争」と呼び、「資本主義社会の
構造を決定的にかたちづくる」として、
こう述べる。
　「生産場面の労働と資本の闘争に限ら
ない。ジェンダー支配、エコロジー、人
種差別、帝国主義、民主主義をめぐる境
界闘争もそうだ。
　だが同じくらい重要なのは、境界闘争
がいま、新たな光のなかに浮かび上がっ
てきていることだ。資本主義のなかの闘

争、資本主義をめぐる闘争、そして（一
部のケースにおいて）資本主義そのもの
に対する闘争である。闘争の参加者がみ
ずからをこれらの言葉で理解するように
なれば、協力するか団結することもできる
だろう」（第1章）

　われわれの生存の基盤そのものを解体
しつつある新自由主義の暴走に対抗して
いくためには、コロナ禍で痛感した〝いの
ちとくらし〟の視点に立つことが不可欠
だ。そして、さまざまな対抗措置を戦略
的に再定義し連帯していくうえで、「制度
化された社会秩序としての資本主義」批
判の視点は有益だろう。
　例えば、気候危機に対して「気候正義」
という観点から対抗するなら、CO2を削
減する〝だけ〟ではなく、脱炭素社会
への「公正な移行とは」という問いが
生まれるだろう。
　そこからは例えば「利潤よりも人々の基
本的なニーズを満たすことを優先する経
済システムに転換し、より民主的な意思
決定プロセスを実現することなしには、『緩
和』も『適応』もうまくいかないのではな
いかと思います」、「一般的に言われてい
る政治の民主主義の話だけではなく、経
済自体を民主的に、自分たちの手で管理
できる状況を目指さなくてはいけませんよ
ね。・・・止めようとしているのは、利益
を最大化するために資本主義的な意味で
効率よく、自然をむさぼり食って利益に変
えていく巨大な装置です」（座談会「気候
危機を生きていく」世界10月号より）と
いうような「新たな構図」への可能性も開
かれていくのではないか。

人権民主主義をホンモノに！

　境界闘争に不可欠なのは、〝いのちとく
らし〟の視点とともに人権の視点だろう。
　核廃絶に取り組む若者は、G7 広島ビ
ジョンに「すべての者にとっての安全が
損なわれない形での」という条件つき
の核なき世界が謳われたことを、同様の
文言が LGBT「理解増進」法に見られた
こととあわせて批判する。そして「唯一
の戦争被爆国」というだけではなく、過
去の戦争と現在の核政策における日本の
加害にも向き合わなければならないという

（田中美穂「岸田首相、核廃絶はできま
すか？」世界10月号より）。通底してい

るのは人権という視点だろう。

　別の角度から考えてみよう。『資本主義
は私たちをなぜ幸せにしないのか』の解
説で、 白井聡は次のように述べる。
　「以上の過程を追ってみると、やり切れ
ない気持ちにならざるを得ない。誰か（例
えば、白人男性労働者）の権利獲得や
富裕化は、別の誰か（有色人種や女性、
あるいは自然）に対する収奪によって可
能になった、という事実が突きつけられ
るからである。つまり、資本主義システム
が蓄積体制を変化させるとき、その矛盾
は解消されるのではなく、別の位相に転
位される、言い換えれば、矛盾のツケを
他の誰かに負わせる、あるいは負わせ方
を変えるにすぎないことがわかる」
　資本主義が引き起こす社会闘争が、こ
うした不公正に転じないようにするために
はどうしたらいいのか。例えば「気候変
動はみんなの問題。でもその影響は平等
じゃない」（2023 年 9月京都、『ワタシの
ミライ』プラカード）のように、「気候正義」
という視点は少なくともそのことに自覚的
であろうとするものだろう。その基礎には、
やはり人権という視点が不可欠だろう。
　入管法改悪やLGBT「理解増進」法で
は、問題の当事者だけでなく、連帯する
行動が法案成立後も各地でのスタンディン
グや支援などの形で続いている。そこに
は、「自分が直接困る問題ではないけれ
ど、知った以上は見て見ぬふりはでき
ない」という「無知」でいられたマジョリ
ティーの構造を問う当事者意識も生まれて
くる。そこからの人権意識は、矛盾のツ
ケを他の誰かに負わせる結果にならない
ように自覚的に行動する基礎になるはず
だ。

　人権は今や国際政治の重要なイシュー
でもあるはずで、岸田政権は初めて首相
補佐官に「人権担当」を置いた。ところ
が先の内閣改造で「人権担当補佐官」ポ
ストはなくなり、代わりに（？）労組出身
の元議員が「賃金・雇用担当補佐官」
となった。政局的にはきわめて「わかり
やすい」が、政治的メッセージとしては最
悪と言わざるを得ない。岸田政権にとって

「人権」はその程度の〝軽さ〟でしかなかっ
たのか。
　その程度でしかないから、アイヌの人た
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日　本　再　生 第５３３号（24）

いという安心感がある。だから彼らの声
が聞こえてくるんですね。
　われわれ上の世代は、彼らが助けてほ
しいと言っていいんだ、というメッセージ
を伝える。そこがスタートではないか。困っ
ていると言えない人が、権利要求にはい
きませんから。
　これだけ困っているのに、なぜ声が上
がってこないのか。声をあげることがで
きないくらい、追い込まれている。寄り添
う形で聞く人がいれば、困っていると言
えるが、そういう人がいなければ困って
いるという声すら聞こえてこない。そうい
う状況です。

　もちろん本人たちが声を上げることが
一番いいのですが、言えない・言いにく
い状況があり、あるいは言っていいんだ
という教育を受けていない。
　まず学生たちが困っています、助けて
くださいと言える場所を作るべきです。そ
こでどんどん声を拾い上げていく。そうす
ると自分だけじゃないんだ、みんなも困っ
ているんだと横に広がっていく。
　そのなかで、あなたたちが悪いんじゃ
ない、社会や政治に問題があるからだと
いう意識変化をもたらす。自分たちが悪
いと思ったら、言わないですから。自己
責任というのが一番悪い。お金のない家
に生まれたから大学に行けなくても仕方
ないんだ、となってしまう。そうじゃないと。
昨日の提言はそういうメッセージでもある
のです。

（9月15日。聞き手／戸田政康、石津美
知子。タイトル、小見出しとも文責は編集
部）

【お詫びと訂正】
「日本再生」532 号（9/1）に、以下の2
箇所の誤りがありました。
お詫びして訂正します。（編集部）

・6 面　中段　10 から 11 行目
憲法改正の発議に国会の

（誤）四分の三が必要
（正）三分の二が必要

・20 面　中段　22 行目
（誤）　被害者意識ナショナリズム
（正）　犠牲者意識ナショナリズム

ちを差別し法務省から「人権侵犯」と認
定された杉田水脈衆院議員を、批判があ
るなかでも党の環境部会長代理に就けた
のか。杉田氏はこれまでも同性カップル
について「『生産性』がない」、性暴力の
被害者に対して「女性はいくらでも嘘をつ
ける」などと発言し、たびたび批判を受
けてきた。 2022 年には総務大臣政務官
に就任したものの、度重なる差別発言が
国会内外で批判され、4ヶ月ほどで事実
上の更迭となった。
　人権侵害を意に介さないこのような人
物を、自民党はまた比例代表候補として
立てるのか。それでも有権者は投票用紙
に「自民党」と書くのか。私たちの人権
意識も問われる。　　　　　　　　　■

2ページから続く大内
　そこにどうつなげるかが課題だと思い
ますが、その前にやはり今の学生の厳し
い現実を知ることだと思います。大学生
が一日に使えるお金が 607 円というとこ
ろまで来ていますから、もうアップアップ
なんです。1990 年には一日に使えるお金
が 2460 円だった。物価は上がっていま
すから、使えるお金は四分の一未満です。
　ひとり親家庭の子どもは一日二食だと
いうデータがありましたが、うちの学生に
は一日一食という人もたくさんいます。今
の学生は食事にも事欠いている。だから
権利主体として立ち上がるよりも、まず
健康に気をつけてほしいと思っています。
　複数のアルバイトで夜も寝ていないし、
生活も不規則です。授業に出て課題をこ
なして、なおかつ働くというダブル、トリ
プルワークで、それが若い人の健康をむ
しばんでいる。そういう現実をまず深く
知ることからではないかと思います。
　今の学生はそこまで追い込まれていて、
むしろまずは救われなければいけない対
象なんです。まずはまともに食べられるよ
うにとか、まともに健康に過ごせるように
とか。あるいは一年生のときから就職に
追い立てられずにものを考えられるように
とか。500 万、600 万の負債を抱えるこ
とがあらかじめ決まっていては、権利行
使といっても難しい。

　もちろん権利は自分で要求しなければ
獲得できないので、最終的にはそうなっ
てほしいと思いますが、その手前という
か、そこに行きつけない条件のようなとこ
ろをなんとかしなければと、十年間やっ
てきたという気がしています。ようやく今
回の提言で、「みんなの学費は半分にす
るべきだ」というメッセージを送るこ
とができたかなと。
　そうなって初めて、もしかしたら自分た
ちにも可能性があるのかなと思い始める。
そういう状況ではないかと思います。
　彼らはなかなか助けてと言えないんで
すね。お金がなくて、負債を抱えていて、
何もできない状況なんだから、助けてと
言っていいはずなのに、助けてと言うな
という自己責任シャワーみたいなものを浴
びせられている。私はブラックバイトとか
奨学金とかメッセージを出しているので、
学生は自分が助けてと言っても、「お前が
なってないからだ」とは私には言われな




